
 

○地下水利用専用水道から橿原市上水道への転換に係る水道料金軽減要綱 

平成29年12月１日上下水道部告示第12号 

改正 

平成30年８月10日上下水道部告示第10号 

地下水利用専用水道から橿原市上水道への転換に係る水道料金軽減要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、橿原市上水道給水条例（昭和36年橿原市条例第28号。（以下「条例」という。）

第33条の規定に基づき、地下水利用から橿原市上水道（以下「上水道」という。）へ転換する者に

対する水道料金の軽減について必要な事項を定める。 

（軽減の対象者） 

第２条 この要綱による水道料金の軽減の対象者（以下「軽減対象者」という。）は、地下水利用の

ための水道施設（以下「地下水施設」という。）を所有し、かつ、利用する者のうち、次の各号の

いずれかに該当する者で、地下水施設の廃止又は封鎖をすることで地下水の利用を止め、上水道へ

と転換する者とする。 

(１) 現に上水道を継続して１年以上使用している者 

(２) 現に地下水を継続して１年以上使用している者 

２ 前項の廃止とは、地下水施設を撤去する等の方法により将来にわたって当該施設による地下水の

利用が不可能な状態にすることをいい、封鎖とは、地下水施設の封印等により当該施設による地下

水の利用が直ちにできない状態にすることをいう。 

３ 第１項の規定にかかわらず、次の各号に該当する者は、軽減対象者としない。 

(１) 条例第23条第１項に規定する従量料金のうち浴場用の適用を受けている者 

(２) 条例第23条第３項及び橿原市上水道給水条例施行規程（平成10年橿原市水道事業管理規程第

１号）第39条第１項の規定によって料金の算定を受けている者 

(３) 水道料金及び下水道使用料を滞納している者 

(４) その他橿原市上下水道事業の管理者の権限を行う市長（以下「管理者」という。）が不適当

と認める者 

（軽減の申請） 

第３条 軽減対象者で水道料金の軽減を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、地下水転

換に係る水道料金軽減適用申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、管理者に提出しなけ

ればならない。申請した事項に変更が生じる場合についても、同様とする。 

(１) 廃止又は封鎖をする地下水施設の性能（１日最大給水量を含む。）及び地下水使用水量等が

確認できる書類 

(２) 地下水施設に設置されている水量計量機器の設置場所等が確認できる書類 

(３) その他管理者が必要と認める書類 

（軽減の決定等） 

第４条 管理者は、前条の申請書の提出があったときは、必要な審査を行った上で、水道料金の軽減

の適否を決定し、軽減を行う場合は水道料金軽減決定通知書（様式第２号）により、軽減を行わな

い場合は水道料金軽減不承認通知書（様式第３号）により申請者に通知するものとする。 

（基準水量の算定） 

第５条 管理者は、前条の規定により水道料金の軽減を行う場合には、基準水量（第３条に規定する

申請の日の属する月前３年間の上水道給水量の１か月当たりの平均値をいい、当該値に１立方メー

トル未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとする。以下同じ。）を算定し、水道料金

軽減決定通知書により、申請者に通知するものとする。 

２ 前項の算定において、漏水等の事由により過大な上水道給水量が含まれる場合その他管理者が必

要と認める場合は、過去の上水道の使用実績等を考慮して算定するものとする。 

３ 管理者は、基準水量の算定に当たって必要があると認めるときは、現地調査を実施するものとす

る。 

４ 基準水量の算定の結果、基準水量が50立方メートルに満たない場合においては、基準水量は50立

方メートルとする。 

（基準水量の変更申請） 



 

第６条 第４条に規定する水道料金軽減決定通知を受けた者（以下「軽減適用者」という。）は、上

水道を利用する施設の増築、減築等の理由により上水道給水量の増減が見込まれる場合は、あらか

じめ基準水量変更申請書（様式第４号）を管理者に提出しなければならない。 

（基準水量の再決定） 

第７条 管理者は、前条の申請書の提出（以下「変更申請」という。）があったときは、必要な審査

を行った上で、次に掲げる算式によって基準水量の再決定を行う。 

変更申請前の基準水量×変更申請後の１日最大給水量／変更申請前の１日最大給水量 

２ 管理者は、前項に定める再決定を行った場合は基準水量再決定通知書（様式第５号）により軽減

適用者へ通知するものとする。 

３ 管理者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、変更申請によらず、基準水量の再決定を行う

ことができるものとする。 

(１) 現地調査等により基準水量の値に変更が確認された場合 

(２) 軽減適用前後における上水道給水量に著しく差異を認めた場合 

(３) その他管理者が必要と認めた場合 

４ 前項の規定による基準水量の再決定をした場合において、基準水量が増えたときは、管理者は当

該基準水量が変更されたと認められる時に遡及して水道料金を再算出し、当該再決定に伴う水道料

金の差額を軽減適用者に請求するものとする。 

（軽減の期間） 

第８条 水道料金の軽減は、地下水から上水道に転換して使用していると認められる期間を対象とす

る。 

（軽減適用の開始） 

第９条 水道料金の軽減は、第４条の規定による軽減の決定をした日以降最初の条例第24条の規定に

よる水道メーターの点検に係る月分の水道料金から開始するものとする。 

（軽減による水道料金の算出） 

第10条 水道料金の軽減は、基準水量を超過した部分の上水道給水量に係る水道料金に対して行うも

のとし、条例第23条に定める従量料金の単価に50パーセントを乗じて算出する。 

２ 前項の規定によって従量料金の単価に10円未満の端数がある場合は、これを切り上げるものとす

る。 

（地下水利用量の報告） 

第11条 地下水施設を封鎖した軽減適用者は、軽減適用決定後速やかに、地下水不使用届出書（様式

第６号）により、当該水栓地において地下水を使用しない旨を届け出なければならない。 

（地下水利用専用水道の利用再開） 

第12条 軽減適用者は、封鎖した地下水施設を稼動し、地下水の利用を再開するときは、書面で当該

再開する日をあらかじめ管理者に申し出なければならない。 

（軽減の取消し） 

第13条 軽減適用者は、水道料金軽減取消申請書（様式第７号）により管理者に対し水道料金軽減の

取消しを申請することができる。 

２ 管理者は、前項の申請があった場合は、水道料金軽減取消承認書（様式第８号）により軽減適用

者に通知するものとする。 

３ 管理者は、次の各号のいずれかに該当する場合には軽減の決定を取り消すものとし、水道料金軽

減取消通知書（様式第９号）により軽減適用者に通知するものとする。 

(１) 軽減適用者から条例第18条第１項及び第２項の規定による届出があったとき。 

(２) 第11条の報告に虚偽があると認められたとき。 

(３) 軽減適用者から前条の申出があったとき。 

(４) 軽減適用者が水道料金を納期限内に納付しないなど、義務を誠実に履行しないとき。 

(５) 軽減適用者がこの要綱の規定に違反したとき。 

(６) その他管理者が不適当と認めたとき。 

４ 前項の規定による軽減の取消しは、軽減の適用要件を満たさなくなった時に遡及して行うものと

し、管理者は軽減額の精算を行い、当該取消しによる水道料金の差額を軽減適用者に請求するもの

とする。 



 

（その他） 

第14条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、管理者が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成29年12月１日から実施する。 

附 則（平成30年８月10日上下水道部告示第10号） 

この要綱は、告示の日から実施する。 
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様式第８号（第13条関係） 

 



 

様式第９号（第13条関係） 

 


